
・ ・

円 円 円 円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

円

円

円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

規則第１５号の２様式（参考様式Ｄ０１） 申請年月日 年 月

※

連絡先（電話番
号・法人の場合
は部署名等）

納付番号、
納税通知書番

号

日

（ ）　都税事務所長・支庁長　宛

（
特
別
徴
収
義
務
者

）

納
税
者

住　所
（所在地）

氏　 名
(名称及び

代表者氏名)

換 価 の 猶 予 申 請 書
　以下の都税等について、納期限までに一時に納付することにより事業の継続又は生活の維持を困難にするおそ
れがあるため、換価の猶予を申請します。

納
付
す
べ
き
都
税
等
及
び
猶
予
を
受

け
よ
う
と
す
る
日
以
後
一
年
以
内
に

納
期
限
が
到
来
す
る
都
税
等
の
年

度

、
税
目

、
納
期
限
及
び
金
額

猶予
該当

年度
期別
月別 税　目 納期限 税　　額 加算金額 延滞金額 滞納処分費

猶予該当の合計（換価の猶予を希望する納期限を過ぎたも
のが対象です）

猶予を受けようとする期間 年 月

Ｃ 換価の猶予許可限度
　（Ａ－Ｂ）

円

都税等を一時に納
付し、又は納入する
ことにより事業の継
続又は生活の維持
が困難となる事情の
詳細

Ａ 納付すべき都税等
（アからエまでの合計）

円
Ｂ 現在納付可能資金額

円

現在納付可
能資金の内
訳（Ｂの内
訳）
※換価の猶予を
受けようとする金
額の総額が１００
万円以上の場
合は、現在納付
可能資金の内
訳（Ｂの内訳）以
降の記載を省略
できます。

資金の種類（預金の場合は預金の種類等を記載）
※預金は普通預金、当座預金等が対象 現 在 額 現在額のうち直ちに

納付可能な金額
直ちに納付に

充てられない事情

現  金

円

日 まで

担　保 有 無

日 から 年 月

運転資金

生活費

その他

担保財産の詳細又は提
供できない特別の事情

運転資金

当座 信用金庫 本店 生活費

支店 円

( )

普通

預金

銀行

その他

普通

預金

銀行

納税準備 信用組合

支店 円 運転資金

生活費

その他納税準備 信用組合 ( )

当座 信用金庫 本店

見込金額（月額）
※
延
滞
金
に
つ
い
て
は

、
原
則
と
し
て
分
割
納
付
の
最
終
回
に
加
算
さ
れ
る
た
め

、
納
付
計
画
と
分
割
納

付
書
の
金
額
が
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

。

分
　
割
　
納
　
付
　
計
　
画

納付年月日 分割納付金額

売上 円 収
　
入

法人等 見込金額（月額） 個人

給与・報酬（手取）

従業員給与 円

円

円
年金・事業所得（１か月
相当）

円

収入合計（①） 円 収入合計（①） 円

円

円

円

円

円

円

円

円役員報酬 円 被服費 円

食費 円

支
　
　
　
　
出

住居費（家賃・住宅ロー
ン・駐車場代）

家賃等

円

円

円

円諸経費 円 こづかい・交際費等 円

借入返済 円 保険掛金 円

円

円円

円 医療費・教育費・養育費

円
その他ローン（事業用を
除く）

備
考

円

納付可能基準額（①－②）

支
　
　
　
　
出

仕入

円

円
水道光熱費・通信費・新
聞代（ネット料金含）

円

円

円 支出合計（②）支出合計（②）

家族等の収入・家族等から
の借入等（マイナスで記入）

人

※　申請者が法人の場合は、その代表者の住所、氏名を併せて記入してください。

円 納付可能基準額（①－②） 円

生計を一にする家族の人数
（申請者本人を含む）

今
後
の
平
均
的
な
収
入
及
び
支
出
の
見
込
金
額

（
月
額
）

円円

円

ア イ ウ エ

法律による金額

〃

〃

〃

〃

〃

〃

収受印



・ ・

円 円 円 円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

円

円

円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

規則第１５号の２様式（参考様式Ｄ０１） 申請年月日 ＸＸ 年 7 月

主税建設株式会社
（代表取締役 主税 太郎）

※

連絡先（電話番
号・法人の場合
は部署名等）

経理部 03-XXXX-XXXX 納付番号、
納税通知書番号 1234567890

1 日

（ ＸＸＸ ）　都税事務所長・支庁長　宛

5 31 180,000
TRUE

（
特
別
徴
収
義
務
者

）

納
税
者

住　所
（所在地）

東京都新宿区西新宿X-X-X
（新宿区高田馬場X-X-X）

氏　 名
(名称及び

代表者氏名)

32,00030

FALSE XX 3
固定資産税
都市計画税 XX 12 27

換 価 の 猶 予 申 請 書
　以下の都税等について、納期限までに一時に納付することにより事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれ
があるため、換価の猶予を申請します。

納
付
す
べ
き
都
税
等
及
び
猶
予
を
受

け
よ
う
と
す
る
日
以
後
一
年
以
内
に

納
期
限
が
到
来
す
る
都
税
等
の
年

度

、
税
目

、
納
期
限
及
び
金
額

猶予
該当

年度
期別
月別 税　目 納期限 税　　額 加算金額 延滞金額 滞納処分費

TRUE XX XX 法人都民税（均等割） XX

FALSE XX 2
固定資産税
都市計画税 XX 9

XX 1
固定資産税
都市計画税 XX 6

30,000

30 30,000

28 30,000
猶予該当の合計（換価の猶予を希望する納期限を過ぎたもの
が対象です） 212,000 0 0 0

FALSE XX 4
固定資産税
都市計画税

X△ 2

猶予を受けようとする期間 XX 年 7 月 1

Ｃ 換価の猶予許可限度
　（Ａ－Ｂ）

162,000
円

都税等を一時に納付
し、又は納入すること
により事業の継続又
は生活の維持が困難
となる事情の詳細

Ａ建設株式会社の下請けで住宅家屋の建設を行っているが、単価の引き下げ等により売り上げが

前年度の65％程度まで落ち込んでおり、仕入先であるＥ株式会社への支払いも遅れがちになっている。

入金を全て都税等の納付に充てた場合、仕入先への支払いができなくなり、今後の事業継続が困難になる。

Ａ 納付すべき都税等
（アからエまでの合計） 212,000

円
Ｂ 現在納付可能資金額 50,000

円

現在納付可
能資金の内
訳（Ｂの内
訳）
※換価の猶予を
受けようとする金
額の総額が１００
万円以上の場
合は、現在納付
可能資金の内
訳（Ｂの内訳）以
降の記載を省略
できます。

資金の種類（預金の場合は預金の種類等を記載）
※預金は普通預金、当座預金等が対象 現 在 額 現在額のうち直ちに

納付可能な金額
直ちに納付に

充てられない事情

現  金 100,000

円

31 日 まで

担　保 有 無

日 から X△ 年 1 月

50,000
運転資金

生活費

その他

担保財産の詳細又は提
供できない特別の事情 猶予を受けようとする金額が100万円を超えないため

運転資金

当座 信用金庫 本店 生活費ＸＸ

支店

170,000

円

0
( )

普通

預金 ○○○

銀行

その他

普通

預金 △△△△

銀行

□□

納税準備 信用組合

支店

30,000

円

0
運転資金

生活費

その他納税準備 信用組合 ( )

当座 信用金庫 本店

見込金額（月額）
※
延
滞
金
に
つ
い
て
は

、
原
則
と
し
て
分
割
納
付
の
最
終
回
に
加
算
さ
れ
る
た
め

、
納
付
計
画
と
分
割
納

付
書
の
金
額
が
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

。

分
　
割
　
納
　
付
　
計
　
画

納付年月日 分割納付金額

収
　
入

売上 1,450,000 円 収
　
入

TRUE 法人等 見込金額（月額） FALSE 個人

給与・報酬（手取）

従業員給与 250,000 円

円

円
年金・事業所得（１か月相
当）

40,000

0 円

収入合計（①） 1,450,000 円 収入合計（①） 円 XX 10

円 XX 9 30

円 XX 8 31

60,000 円

円

円

31 40,000 円

0 円31

31 22,000 円役員報酬 200,000 円 被服費 円 X△ 1

食費 円 XX 12

支
　
　
　
　
出

住居費（家賃・住宅ロー
ン・駐車場代）

家賃等

円

円

円

円諸経費 100,000 円 こづかい・交際費等 円

借入返済 90,000 円 保険掛金 円

円

円円

円 医療費・教育費・養育費

円
その他ローン（事業用を
除く）

備
考

9月、12月は固定資産税の納付
あり。11月は貸付金の回収が
見込めるため増額納付。円

納付可能基準額（①－②）

支
　
　
　
　
出

仕入 770,000

円

円
水道光熱費・通信費・新
聞代（ネット料金含）

円

円 XX 11 30

円 支出合計（②）支出合計（②） 1,410,000

家族等の収入・家族等からの
借入等（マイナスで記入）

人

※　申請者が法人の場合は、その代表者の住所、氏名を併せて記入してください。

40,000 円 納付可能基準額（①－②） 円

生計を一にする家族の人数
（申請者本人を含む）

今
後
の
平
均
的
な
収
入
及
び
支
出
の
見
込
金
額

（
月
額
）

円円

円

ア イ ウ エ

法律による金額

〃

〃

〃

〃

〃

〃

収受印

＋延滞金

記入例
（法人等の場合）

最終回は

「＋延滞金」

と記入します。

下の分割納付

計画の最終回

と同じ日付です。

上の猶予を

受けようとす

る期間の終

期と同じ日付

です。

納期限を過ぎており、かつ猶予を受けようと

するものにチェックを入れます。年間に複数

の納期限がある場合は、その度に申請が必

要です。

分割納付金額が増減する場

合は、その理由を記入します。

申請者が法人等で事業を行っている場

合は、「法人等」にチェックを入れます。

そ
れ
ぞ
れ
の
金
額
を
記
入
し
ま
す
。



・ ・

円 円 円 円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

円

円

円

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

規則第１５号の２様式（参考様式Ｄ０１） 申請年月日 ＸＸ 年 7 月

主税 太郎 ※

連絡先（電話番
号・法人の場合
は部署名等）

090-ＸＸＸＸ-ＸＸＸＸ 納付番号、
納税通知書番号 12345-12345-12

20 日

（ ＸＸＸ ）　都税事務所長・支庁長　宛

6 30 52,000
FALSE

（
特
別
徴
収
義
務
者

）

納
税
者

住　所
（所在地）

東京都新宿区西新宿Ｘ－Ｘ－Ｘ

氏　 名
(名称及び

代表者氏名)

50,00030

FALSE XX 4
固定資産税
都市計画税

X△ 2 28

換 価 の 猶 予 申 請 書
　以下の都税等について、納期限までに一時に納付することにより事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれ
があるため、換価の猶予を申請します。

納
付
す
べ
き
都
税
等
及
び
猶
予
を
受

け
よ
う
と
す
る
日
以
後
一
年
以
内
に

納
期
限
が
到
来
す
る
都
税
等
の
年

度

、
税
目

、
納
期
限
及
び
金
額

猶予
該当

年度
期別
月別 税　目 納期限 税　　額 加算金額 延滞金額 滞納処分費

TRUE XX 1
固定資産税
都市計画税 XX

FALSE XX 3
固定資産税
都市計画税 XX 12

XX 2
固定資産税
都市計画税 XX 9

50,000

27 50,000

猶予該当の合計（換価の猶予を希望する納期限を過ぎたもの
が対象です） 52,000 0 0 0

FALSE

猶予を受けようとする期間 XX 年 7 月 20

Ｃ 換価の猶予許可限度
　（Ａ－Ｂ）

52,000
円

都税等を一時に納付
し、又は納入すること
により事業の継続又
は生活の維持が困難
となる事情の詳細

○○株式会社に勤務していますが、別居の父が○○病を患い、手術・入院費用が急きょ発生し、

納税資金を取り崩して、治療費に充てる必要が生じました。現在の資金状況では、全てを都税の納付に

充てた場合、生活費の捻出が難しくなり、生活の維持が困難になってしまいます。

Ａ 納付すべき都税等
（アからエまでの合計） 52,000

円
Ｂ 現在納付可能資金額 0

円

現在納付可
能資金の内
訳（Ｂの内
訳）
※換価の猶予を
受けようとする金
額の総額が１００
万円以上の場
合は、現在納付
可能資金の内
訳（Ｂの内訳）以
降の記載を省略
できます。

資金の種類（預金の場合は預金の種類等を記載）
※預金は普通預金、当座預金等が対象 現 在 額 現在額のうち直ちに

納付可能な金額
直ちに納付に

充てられない事情

現  金 30,000

円

31 日 まで

担　保 有 無

日 から XX 年 10 月

0
運転資金

生活費

その他

担保財産の詳細又は提
供できない特別の事情 猶予を受けようとする金額が100万円を超えないため

運転資金

当座 信用金庫 本店 生活費ＸＸ

支店

100,000

円

0
( )

普通

預金 ○○○

銀行

その他

普通

預金 △△△△

銀行

□□

納税準備 信用組合

支店

30,000

円

0
運転資金

生活費

その他納税準備 信用組合 ( )

当座 信用金庫 本店

見込金額（月額）
※
延
滞
金
に
つ
い
て
は

、
原
則
と
し
て
分
割
納
付
の
最
終
回
に
加
算
さ
れ
る
た
め

、
納
付
計
画
と
分
割
納

付
書
の
金
額
が
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

。

分
　
割
　
納
　
付
　
計
　
画

納付年月日 分割納付金額

収
　
入

売上 円 収
　
入

FALSE 法人等 見込金額（月額） TRUE 個人

給与・報酬（手取）

従業員給与 円

円

円
年金・事業所得（１か月相
当）

26,000

0 円

収入合計（①） 円 収入合計（①） 300,000 円 XX 10

円 XX 9 30

300,000 円 XX 8 31

円

円

円

31 26,000 円

円

円役員報酬 円 被服費 10,000 円

食費 60,000 円

支
　
　
　
　
出

住居費（家賃・住宅ロー
ン・駐車場代）

120,000

家賃等

円

円

円

円諸経費 円 こづかい・交際費等 25,000 円

借入返済 円 保険掛金 10,000 円

円

円円

円 医療費・教育費・養育費 20,000

円
その他ローン（事業用を
除く）

19,000

備
考

9月は固定資産税2期を納期限
内に納付

円

納付可能基準額（①－②）

支
　
　
　
　
出

仕入

円

円
水道光熱費・通信費・新
聞代（ネット料金含）

40,000 円

円

円 支出合計（②） 274,000支出合計（②）

家族等の収入・家族等からの
借入等（マイナスで記入） -30,000

人

※　申請者が法人の場合は、その代表者の住所、氏名を併せて記入してください。

円 納付可能基準額（①－②） 26,000 円

生計を一にする家族の人数
（申請者本人を含む）

4

今
後
の
平
均
的
な
収
入
及
び
支
出
の
見
込
金
額

（
月
額
）

円円

円

ア イ ウ エ

法律による金額

〃

〃

〃

〃

〃

〃

収受印

＋延滞金

記入例
（個人の場合）

最終回は

「＋延滞金」

と記入します。

下の分割納付

計画の最終回

と同じ日付です。

上の猶予を

受けようとす

る期間の終

期と同じ日付

です。

納期限を過ぎており、かつ猶予を受けようと

するものにチェックを入れます。年間に複数

の納期限がある場合は、その度に申請が必

要です。

分割納付金額が増減する場

合は、その理由を記入します。

申請者本人を含めた同一の

生計の配偶者その他親族の

人数を記入します。

申請者が給与所得者等の個人の場合

は、「個人」にチェックを入れます。

年金の場合は1か月相当の金額を

記入します。事業を行う個人で生活

の維持が困難になる場合は、売上

から事業にかかる経費等を差し引

いた金額の１か月相当の金額を記

入します。

パート収入のある配偶者や子から

の仕送り、知人からの借入など生活

費を負担する家族等がいる場合は、

その負担金額をマイナスで記入しま

す。

そ
れ
ぞ
れ
の
金
額
を
記
入
し
ま
す
。


